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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

第１四半期
連結累計期間

第45期
第１四半期
連結累計期間

第44期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 10,747,279 11,477,745 45,768,283

経常利益 （千円） 223,800 350,648 2,022,208

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 11,088 121,626 1,030,030

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 314,935 240,646 3,301,341

純資産額 （千円） 23,883,561 27,273,109 26,656,486

総資産額 （千円） 49,637,393 51,958,404 51,030,432

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.91 10.07 85.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.61 49.52 50.53

 

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む主な事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、直前の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更

または重要事象等はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 （1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、円安基調の継続、原油安の影響もあって緩やかな回復基調

が続いております。一方、欧州金融不安に加え、中国及び新興国での景気の減速への警戒感等もあり、先行きは依

然として不透明な状況で推移しました。

　このような環境の中で当社グループにおきましては、国内において、格納器具製品の受注の拡大等により、物流

サービス事業を中心に、売上高は堅調に推移しました。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、11,477

百万円（前年同期比6.8％増収）となりました。

　利益面においては、物流サービス事業での格納器具製品での拡販に加え、前期発生した新規事業所の生産準備費

用が当期なくなったこと等により、営業利益は286百万円（前年同期比52.1％増益）、経常利益は、為替差益の計

上もあり350百万円（前年同期比56.7％増益）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、121百万円と大幅な増益と

なりました。

　なお、主なセグメント別の売上高（セグメント間の内部売上を含む）、営業利益の状況は次の通りであります。

であります。

 

① 物流サービス事業

　物流サービス事業は、国内での格納器具製品の受注の拡大や北米子会社ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ．での物流業務の

増収等により、売上高は7,707百万円（前年同期比14.1％増収）となりました。営業利益は、増収効果に加え、前

期発生した新規事業所の生産準備費用が当期なくなったこと等により、481百万円（前年同期比103.5％増益）とな

りました。

② 自動車サービス事業

　自動車サービス事業は、国内子会社（株）スーパージャンボが、前年同期（前年同期は、決算期変更前のため、

1月から3月が第１四半期連結累計期間）に比較し、大きく減収となったこと等により、3,528百万円（前年同期比

6.8％減収）となりました。営業利益は、売上高の減収等により67百万円（前年同期比68.8％減益）となりまし

た。

③ 情報サービス事業

　情報サービス事業は、主要顧客を中心に積極的な拡販活動を展開してきたこと等により受注が増加し、売上高は

197百万円（前年同期比12.0％増収）となり、営業利益は、売上高の増収効果等により、13百万円(前年同期は４百

万円の営業損失）となりました。

④ 人材サービス事業

　人材サービス事業の売上高は135百万円（前年同期比10.1％増収）となりましたが、人材獲得コスト等の増加に

より、営業利益は、ほぼ前年同期並みの６百万円となりました。

⑤ その他のサービス事業

　その他サービス事業は、売電サービスにより、売上高14百万円（前年同期比11.1％減収）となり、営業利益は、

6百万円（前年同期比16.5％減益）となりました。

 

 （2）資産、負債及び純資産の状況

　当第１四半期末における総資産は、51,958百万円となり、前連結会計年度末に比較して927百万円の増加となり

ました。その主な要因は、流動資産が、現金及び預金やリース投資資産の増加等により1,616百万円増加したこと

等によるものであります。

　負債合計は、24,685百万円となり、前連結会計年度末に比較して311百万円の増加となりました。その主な要因

は、運転資金の調達により、短期借入金が増加したこと等によるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比較して616百万円増加の27,273百万円となり、自己資本比率は、

前連結会計年度末比1.0ポイント下落の49.5％となりました。

 

 （3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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 （4）研究開発活動

　当社グループでは、主に物流サービス事業の分野で研究開発活動を行っており、物流機器・輸送機器の企画・設

計・開発・試作を中心に活動するとともに、海外への事業展開を図るための調査・研究を実施しております。

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費は71百万円であり、主に物流サービス事業の既存製品の改良と海外におけ

る調査活動及び新サービスの開発によるものであります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

キムラユニティー株式会社(E04357)

四半期報告書

 5/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,070,000 12,070,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 12,070,000 12,070,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 12,070,000 － 3,580,350 － 3,390,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,066,900 120,669 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数 12,070,000 － －

総株主の議決権 － 120,669 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

キムラユニティー株式会社
名古屋市中区錦３丁
目８番32号

1,600 - 1,600 0.01

計 － 1,600 - 1,600 0.01

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,176,485 6,034,072

受取手形及び売掛金 7,039,080 6,960,302

リース投資資産 8,307,099 9,012,797

商品及び製品 494,709 499,800

仕掛品 34,680 98,635

原材料及び貯蔵品 182,313 175,852

繰延税金資産 251,278 273,721

その他 1,151,867 1,198,804

貸倒引当金 △1,000 △500

流動資産合計 22,636,514 24,253,487

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,734,612 10,584,384

機械装置及び運搬具（純額） 545,882 541,771

賃貸資産（純額） 283,038 268,945

土地 6,172,409 6,171,816

建設仮勘定 3,595 565

その他（純額） 962,100 1,163,665

有形固定資産合計 18,701,639 18,731,147

無形固定資産   

のれん 673,506 653,990

その他 813,017 805,649

無形固定資産合計 1,486,523 1,459,639

投資その他の資産   

投資有価証券 4,753,544 4,860,856

繰延税金資産 272,296 187,451

その他 3,185,050 2,470,958

貸倒引当金 △5,136 △5,136

投資その他の資産合計 8,205,754 7,514,129

固定資産合計 28,393,918 27,704,917

資産合計 51,030,432 51,958,404
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,639,840 1,525,944

短期借入金 1,094,444 1,593,527

1年内返済予定の長期借入金 1,065,684 1,065,718

未払金 3,265,850 3,108,842

未払費用 1,924,652 2,006,081

未払法人税等 331,776 212,948

賞与引当金 760,478 1,130,693

役員賞与引当金 20,000 5,000

その他 1,072,410 826,529

流動負債合計 11,175,138 11,475,286

固定負債   

長期借入金 3,032,842 3,032,859

長期未払金 6,792,397 6,737,123

退職給付に係る負債 1,837,891 1,733,278

再評価に係る繰延税金負債 916,558 916,558

その他 619,118 790,188

固定負債合計 13,198,808 13,210,008

負債合計 24,373,946 24,685,294

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,580,350 3,580,350

資本剰余金 3,420,139 3,444,317

利益剰余金 15,942,869 15,883,470

自己株式 △1,395 △1,423

株主資本合計 22,941,964 22,906,714

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,306,431 1,396,479

土地再評価差額金 493,299 493,299

為替換算調整勘定 1,250,035 1,120,735

退職給付に係る調整累計額 △207,395 △186,309

その他の包括利益累計額合計 2,842,371 2,824,204

非支配株主持分 872,150 1,542,190

純資産合計 26,656,486 27,273,109

負債純資産合計 51,030,432 51,958,404
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 10,747,279 11,477,745

売上原価 9,151,773 9,707,372

売上総利益 1,595,506 1,770,373

販売費及び一般管理費 1,407,477 1,484,303

営業利益 188,028 286,069

営業外収益   

受取利息 1,673 554

受取配当金 29,591 33,910

持分法による投資利益 72,164 22,897

為替差益 - 21,756

その他 18,201 14,541

営業外収益合計 121,631 93,660

営業外費用   

支払利息 29,647 28,174

為替差損 55,235 -

その他 977 907

営業外費用合計 85,860 29,082

経常利益 223,800 350,648

特別利益   

固定資産売却益 - 406

特別利益合計 - 406

特別損失   

固定資産除売却損 114,244 2,248

その他 1,164 409

特別損失合計 115,408 2,657

税金等調整前四半期純利益 108,391 348,397

法人税、住民税及び事業税 78,756 151,779

法人税等調整額 △17,230 41,755

法人税等合計 61,525 193,535

四半期純利益 46,865 154,862

非支配株主に帰属する四半期純利益 35,776 33,236

親会社株主に帰属する四半期純利益 11,088 121,626
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 46,865 154,862

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 63,551 90,048

為替換算調整勘定 173,531 △28,721

退職給付に係る調整額 30,809 21,085

持分法適用会社に対する持分相当額 176 3,371

その他の包括利益合計 268,069 85,784

四半期包括利益 314,935 240,646

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 247,382 103,459

非支配株主に係る四半期包括利益 67,553 137,186
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９

月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変

更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の

確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる

方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変

更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、「企業結合に関する会計基準」第58－２項(4)、「連結財務諸表に関する

会計基準」第44－５項(4)及び「事業分離等に関する会計基準」第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ24,177千円減少してお

ります。また、当弟１四半期連結会計期間末の資本剰余金が24,177千円増加しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 286,911千円 317,121千円

のれんの償却額 19,558 19,516

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 168,956 14 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 181,024 15 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
物流サー
ビス事業

自動車サー
ビス事業

情報サー
ビス事業

人材サー
ビス事業

計

売上高          

外部顧客へ

の売上高
6,754,932 3,768,573 176,669 30,791 10,730,967 16,312 10,747,279 － 10,747,279

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

500 15,521 － 91,954 107,975 － 107,975 △107,975 －

計 6,755,432 3,784,094 176,669 122,746 10,838,943 16,312 10,855,255 △107,975 10,747,279

セグメント

利益又は損

失（△）

236,470 216,700 △4,669 6,876 455,378 7,315 462,693 △274,665 188,028

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△274,665千円には、セグメント間取引消去2,759千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△277,424千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人

事、総務及び経理等の管理部門に係る費用であります。

　 　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
物流サー
ビス事業

自動車サー
ビス事業

情報サー
ビス事業

人材サー
ビス事業

計

売上高          

外部顧客へ

の売上高
7,707,774 3,516,548 197,865 41,052 11,463,241 14,504 11,477,745 - 11,477,745

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

- 12,026 - 94,108 106,135 - 106,135 △106,135 -

計 7,707,774 3,528,575 197,865 135,161 11,569,377 14,504 11,583,881 △106,135 11,477,745

セグメント

利益
481,208 67,623 13,289 6,761 568,883 6,105 574,988 △288,919 286,069

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。

　　　２．セグメント利益の調整額△288,919千円には、セグメント間取引消去2,218千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△291,138千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人事、総務及び経理

等の管理部門に係る費用であります。

　 　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0円91銭 10円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 11,088 121,626

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
11,088 121,626

普通株式の期中平均株式数（株） 12,068,325 12,068,319

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

   

  平成27年８月６日

キムラユニティー株式会社   
 

 取締役会　御中  

 

 
有限責任監査法人　トーマツ

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士

 

篠　原　孝　広   印

 
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士

 

伊　藤 達　治   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキムラユニ

ティー株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月

１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キムラユニティー株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

      ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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